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※要旨のみ掲載していますので、詳細は市ホームページでご確
認いただくか、議会事務局までお問い合わせください。

1046（252）8872

意見書意見書（（要旨要旨））

▽
議
案
第　

号　

平
成　

年
度
座

４４

３０

間
市
一
般
会
計
歳
入
歳
出
決
算
の

認
定
に
つ
い
て

　

消
防
所
管
事
項
、
消
防
庁
舎
維

持
管
理
経
費
に
つ
い
て
「
消
防
庁

舎
の
運
用
面
が
向
上
し
た
こ
と
で

ど
う
い
っ
た
影
響
が
出
て
い
る
の

か
。
ま
た
、
市
民
防
災
啓
発
施
設

が
整
備
さ
れ
た
が
、
そ
の
内
容
と

利
用
実
績
に
つ
い
て
伺
い
た
い
。

今
後
の
運
用
と
目
標
等
に
つ
い
て

も
伺
い
た
い
」
と
の
質
疑
に
、「
施

設
が
機
能
強
化
さ
れ
、
防
犯
面
に

お
い
て
も
整
備
さ
れ
た
こ
と
で
、

職
員
が
集
中
し
て
職
務
に
専
念
で

き
て
い
ま
す
。
市
民
防
災
啓
発
施

設
の
利
用
者
は
、
平
成　

年
度
、

３０

約
２
７
０
０
名
で
す
。
施
設
別
の

内
訳
と
し
て
は
、
内
覧
が
４
９
０

名
、
消
防
関
係
者
に
よ
る
内
覧
が

１
０
０
名
、
多
目
的
会
議
室
が
８

９
８
名
、
救
急
講
習
室
が
６
５
４

名
、
高
層
訓
練
棟
が
１
２
３
名
、

低
層
訓
練
棟
が
４
３
６
名
で
す
。

団
体
に
つ
い
て
は
、
自
治
会
、
ボ

ラ
ン
テ
ィ
ア
団
体
等
で
す
。
消
防

庁
舎
に
は
、
消
防
関
係
者
、
防
災

関
係
者
、
自
治
会
等
が
市
外
か
ら

も
多
く
来
庁
し
て
い
ま
す
。
市
民

と
と
も
に
防
災
に
強
い
ま
ち
づ
く

り
を
目
標
に
、
今
後
も
多
く
の
方

に
利
用
し
て
い
た
だ
け
る
よ
う
努

め
て
い
き
た
い
と
思
い
ま
す
」
と

の
答
弁
が
あ
り
ま
し
た
。

　

健
康
部
所
管
事
項
、
小
児
医
療

費
助
成
事
業
費
に
つ
い
て
「
小
学

生
と
中
学
生
の
そ
れ
ぞ
れ
の
助
成

と
の
答
弁
が
あ
り
ま
し
た
。

　

採
決
の
結
果
、
賛
成
多
数
で
認

定
し
ま
し
た
。

▽
議
案
第　

号
、
第　

号
、
第　

４５

４６

４７

号
以
上
３
件
は
、
賛
成
多
数
で
認

定
し
ま
し
た
。

▽
議
案
第　

号
、
第　

号
以
上
２

４８

４９

件
は
、
賛
成
多
数
で
認
定
及
び
原

案
の
と
お
り
可
決
し
ま
し
た
。

▽
議
案
第　

号
は
、
賛
成
多
数
で

５０

原
案
の
と
お
り
可
決
し
ま
し
た
。

▽
議
案
第　

号
は
、
全
員
賛
成
で

５１

原
案
の
と
お
り
可
決
し
ま
し
た（
一

部
委
員
退
席
）。

▽
議
案
第　

号
、
第　

号
以
上
２

５２

５３

件
は
、
賛
成
多
数
で
原
案
の
と
お

り
可
決
し
ま
し
た
。

▽
陳
情
第　

号
、
第　

号
以
上
２

４７

４８

件
は
、
賛
成
多
数
で
採
択
し
ま
し

た
（
一
部
委
員
退
席
）。

▽
陳
情
第　

号
は
、
賛
成
少
数
で

４９

不
採
択
し
ま
し
た
。

▽
陳
情
第　

号
は
、
賛
成
者
な
く

４４

不
採
択
し
ま
し
た
（
一
部
委
員
退

席
）。

▽
議
案
第　

号
、
第　

号
、
第　

５４

５５

５６

号
以
上
３
件
は
、
賛
成
多
数
で
原

案
の
と
お
り
可
決
し
ま
し
た
。

民

生

教

育

企

画

総

務

予

算

決

算

件
数
と
金
額
は
」
と
の
質
疑
に
、

「
小
学
生
は　

万
２
７
３
７
件
で

１８

３
億
４
６
８
８
万
２
３
６
８
円
、

中
学
生
は
６
４
０
６
件
で
１
５
２

７
万
９
３
８
２
円
で
す
」
と
の
答

弁
が
あ
り
ま
し
た
。

　

環
境
経
済
部
所
管
事
項
、
清
掃

費
に
つ
い
て
「
高
座
清
掃
施
設
組

合
へ
の
本
市
の
ご
み
の
搬
入
状
況

に
つ
い
て
、
総
括
的
に
伺
う
」
と

の
質
疑
に
、「
平
成　

年
度
の
搬
入

３０

状
況
は
、
家
庭
系
可
燃
ご
み
が
２

万
６
１
０
ト
ン
、
不
燃
ご
み
が
３

１
２
ト
ン
、
粗
大
ご
み
が
３
８
２

ト
ン
、
事
業
系
ご
み
は
５
４
１
７

ト
ン
、
搬
入
量
は
２
万
６
７
２
１

ト
ン
で
す
。
家
庭
系
の
可
燃
・
不

燃
ご
み
は
減
っ
て
い
ま
す
が
、
粗

大
ご
み
の
申
し
込
み
、
搬
入
量
が

増
え
て
い
ま
す
。事
業
系
ご
み
は
、

大
規
模
小
売
店
の
進
出
や
経
済
の

活
性
化
に
よ
り
個
別
の
事
業
者
か

ら
の
搬
出
も
増
え
て
き
て
お
り
、

他
市
に
お
い
て
も
同
じ
よ
う
な
状

況
で
あ
る
と
認
識
し
て
い
ま
す
。

対
策
に
つ
い
て
は
、
事
業
者
の
責

任
で
処
理
す
る
こ
と
が
原
則
で
す

が
、
事
業
者
は
経
済
の
動
向
に
よ

っ
て
、
そ
の
対
応
が
左
右
さ
れ
る

こ
と
か
ら
、
高
座
ク
リ
ー
ン
セ
ン

タ
ー
で
焼
却
し
な
い
ほ
う
が
有
益

で
あ
る
と
い
う
政
策
を
打
ち
出
す

こ
と
も
対
策
の
ひ
と
つ
と
考
え
て

お
り
、
高
座
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー

へ
の
搬
入
に
関
す
る
処
理
料
に
つ

い
て
も
現
在
検
討
し
て
い
ま
す
。

サ
ー
キ
ュ
ラ
ー
・
エ
コ
ノ
ミ
ー
を

推
進
す
る
中
で
、
ご
み
の
減
量
化

へ
の
呼
び
か
け
、
情
報
提
供
な
ど

を
継
続
し
て
行
っ
て
い
き
ま
す
」

▽
議
案
第　

号
は
、
全
員
賛
成
で

５８

原
案
の
と
お
り
可
決
し
ま
し
た（
一

部
委
員
退
席
）。

▽
議
案
第　

号
、
第　

号
以
上
２

５７

５９

件
は
、
賛
成
多
数
で
原
案
の
と
お

り
可
決
し
ま
し
た
。

都

市

環

境
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動動動動動動動動動動動動動動動動動動動動動動動動動動動動動動動動動動動動動動動動動動動動動
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9
月
定
例
会
各
常
任
委
員
会

月
定
例
会
各
常
任
委
員
会
で
付
託
案
件
の
審
査
を
し
ま
し
た

で
付
託
案
件
の
審
査
を
し
ま
し
た
。

そ
れ
ぞ
れ
の
常
任
委
員
会

そ
れ
ぞ
れ
の
常
任
委
員
会
の
審
査
結
果
は

の
審
査
結
果
は
、
次
の
と
お
り
で
す

次
の
と
お
り
で
す
。

9
月
定
例
会
各
常
任
委
員
会
で
付
託
案
件
の
審
査
を
し
ま
し
た
。

そ
れ
ぞ
れ
の
常
任
委
員
会
の
審
査
結
果
は
、
次
の
と
お
り
で
す
。

太陽光発電の適切な導入に向けた
制度設計と運用を求める意見書

　地域と共生する形で再生可能エネルギーの導入をさらに促進する
観点から、太陽光発電の適切な導入に向けて、以下のとおり要望する。
１　再生可能エネルギー特別措置法に基づく事業計画の認定に当た
り、一定規模以上の案件については地域住民への事前説明を発電
事業者に義務付けるとともに、その具体的な手続を事業計画策定
ガイドラインに明記するなど、地域住民との関係構築のために必
要な取り組みを行うこと。

２　太陽光発電設備が災害時に斜面崩落を誘発することのないよ
う、急傾斜地以外の斜面に設置される場合も含め、太陽光発電設
備の斜面設置に係る技術基準の見直しを早急に行うこと。

３　発電事業終了後に太陽光発電設備の撤去及び適正な処分が確実
に行われるよう、発電事業者による廃棄費用の積み立ての仕組み
や、回収された太陽光パネルのリサイクルの仕組みの確立に向け
た取り組みを進めること。

【提出先】内閣総理大臣、総務大臣、経済産業大臣、環境大臣

議会では9月定例会で、次の意見書を可決し、議会では9月定例会で、次の意見書を可決し、
直ちに関係機関に提出しました。
議会では9月定例会で、次の意見書を可決し、
直ちに関係機関に提出しました。

高齢者の安全運転支援と
移動手段の確保を求める意見書

　政府においては、地方自治体や民間事業者とも連携しながら、総
合的な事故防止策としての、高齢運転者の安全運転支援と地域にお
ける移動手段の確保を進めるため、以下の事項について早急に取り
組むことを強く求める。
１　自動ブレーキやペダル踏み間違い時の急加速を防ぐ機能など、
ドライバーの安全運転を支援する装置を搭載した安全運転サポー
ト車（サポカーＳ）や後付けのペダル踏み間違い時加速抑制装置
の普及を一層加速させるとともに、高齢者を対象とした購入支援
策を検討すること。
２　高齢運転者による交通事故を減らすため、自動ブレーキなどを
備えた安全運転サポート車（サポカーＳ）に限定した免許の創設
や、走行できる場所や時間帯などを制限した条件付き運転免許の
導入を検討すること。
３　免許を自主返納した高齢者が日々の買い物や通院などに困らな
いよう、コミュニティバスやデマンド（予約）型乗合タクシーの
導入など地域公共交通ネットワークのさらなる充実を図ること。
また、地方自治体などが行う、免許の自主返納時における、タク
シーや公共交通機関の割引制度などを支援すること。
【提出先】内閣総理大臣、総務大臣、経済産業大臣、国土交通大臣、

国家公安委員会委員長

国連各委員会の沖縄県民を先住民族と認めて
保護するべきとの勧告の撤回を求める意見書
　国に対し、早急に沖縄の人々は先住民族だという国連各委員会の
誤った認識を正し、勧告を撤回させるよう強く求めるとともに、国
連が発信した沖縄の人々が先住民族だという誤った認識が、これ以
上国際社会に広まらないように、速やかに正しい沖縄の情報を多言
語で発信することを強く要請する。
【提出先】内閣総理大臣、総務大臣、外務大臣、内閣官房長官

米軍普天間飛行場の辺野古移設を促進する意見書
　国に対し、次の事項を強く要望する。
１　普天間飛行場の危険性を除去し宜野湾市民の７４年間もの苦労を
一日も早く解消すること。

２　名護市辺野古地区キャンプ・シュワーブへの移転・統合を推進
すること。

３　日本の安全保障を確保するため、日米安全保障条約を推進する
とともに、一定の基地負担を負わざるを得ない沖縄県において、
さらなる基地の整理縮小を求めること。

【提出先】内閣総理大臣、総務大臣、外務大臣、国土交通大臣、防
衛大臣、内閣官房長官


